
2022年 5月 20日

東京都渋谷区東一丁目2番 20号

トランス・コスモス株式会社

代表取締役社長 奥田昌孝

新設分割に係る事前開示書面

当社は、2022年 5月 20日付で作成した新設分割計画書に基づき、2022年 7月 1口 を成立

日として、新たに設立する日本直販株式会社 (大阪府大阪市北区梅 田 1丁 目 2番 2号。

以下「新設会社」という。)に対し、当社が営む総合通販事業を中心とする日本直販事業 (物

販事業及び日本直販の顧客を活用した BtoB事業並びにこれら事業に関連するコールセンタ

ー業務を含む。)に関して有する権利義務を承継させるため、新設分割 (以下「本新設分割 J

という。)を行 うこととしましたので、会社法第 803条第 1項および会社法施行規則第 205

条の規定に基づき、下記のとおり開示いたします。

記

1 新設分割計画書の内容 (会社法第 803条第 1項第 2号 )

添付のとおりです。

2 分害1対価の相当性に関する事項 (会社法施行規則第 205条第 1項第 1号 )

(1)本新設分割に際して交付する株式の数およびその株式の割当ての相当性に関する

事項

新設会社は、本新設分割に際して、当社に対し、新設会社の普通株式数 100株を発

行し、割 り当てます。

なお、交付株式数につきましては、新設会社の株式の全てが当社に割り当てられる

ことから、これを任意に定めることができるものと認められます。 当社は、新設会
社が承継する資産等の事情、適切な出資単位の設定、その他諸般の事情を 勘案した

結果、上記の株式数が相当であると判断しております。

(2)新設会社の資本金および準備金の額の相当性に関する事項

当社は、新設会社の資本金および準備金の額を、会社計算規則に従い、新設分割計

画書第 5条記載のとおりとすることにいたしました。この取扱いは、新設会社の承継

する資産等および今後の事業活動その他の諸事情を総合的に考慮・検討し、法令の範

囲内で決定したものであり、相当であると考えております。
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3 分割会社について最終事業年度の末日後に生じた重要な後発事象 (会社法施行規則第
205条第 1頂第 6号 )

該当事項はありません。

4 新設分割会社の債務及び新設会社の債務 (分割会社が新設分割により新設会社に承継さ
せるものに限る。)の履行の見込みに関する事項 (会社法施行規則第 205条第 1項第 7

号)

(1)分割会社

当社の 2022年 3月 31日 現在の貸借対照表における資産及び負債の額は、それぞれ

150,522百万円及び 74,439百 万円です。

本新設分割により新設会社に承継させる予定の資産及び負債の額は、それぞれ 368

百万円及び 484百万円です。

よつて、本新設分割の成立日時点における当社の資産の額は、負債の額を十分に上

回ることが見込まれます。また、本新設分割後における当社の収益状況について、債

務の履行に支障をきたすような事態は、現在のところ予測されておりません。従いま

して、本新設分割後における当社の債務の履行に支障はないと見込んでおります。

(2)新設会社

本新設分割により当社から承継する予定の資産及び負債の額は、それぞれ 868百万

円及び 484百万円です。また、当社から新設会社への債務の承継については、免責的

債務引受の方法によるものとしています。

よって、本新設分割の成立日時′点における新設会社の資産の額は、負債の額を下回

ることが見込まれます。もつとも、当社は本新設分割後直ちに新設会社の発行済株式

全部を株式会社悠遊生活に譲渡する予定であるところ、当該株式譲渡実行後に株式会

社悠遊生活のグループ会社から新設会社に必要運転資金の融資が実行される予定で

あり、当該融資をもつて新設会社に承継される債務の支払原資は確保される見込みで

す。また、本新設分割後における新設会社の収益状況について、債務の履行に支障を

きたすような事態は、現在のところ予測されておりません。従いまして、本新設分割

後における新設会社の債務の履行に支障はないと見込んでおります。

7 事前開示開始日後の上記各事項の変更 (会社法施行規則第 205条第 1項第 8号 )
本事前開示開始日以降、上記事項に変更がありましたら、直ちに開示いたします。

以  上
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新設分割計画書

新設分割計画書

トランス・コスモス株式会社 (東京都渋谷区東京都渋谷区東一丁目2番 20号。以下「甲」

という。)は、新たに設立する日本直販株式会社 (以下 「乙」という。)に対し、甲が営む

総合通販事業を中心とする日本直販事業 (物販事業及び日本直販の顧客を活用した BtoB事

業並びにこれら事業に関連するコールセンター業務を含み、以下 「本承継対象事業」とい

う。)に関して有する権利義務を承継させるため、新設分割 (以下「本新設分割」という。)

を行 うこととし、次のとおり分割計画書 (以下「本計画」という。)を作成する。

第 1条 (乙の定款記載事項及び設立時の本店所在場所)

1.乙の目的、商号、本店の所在地及び発行可能株式総数その他乙の定款で定める事項は、
別紙 1記載のとおりとするも

2.乙の設立時の本店所在場所は、大阪府大阪市北区梅田一丁目2番 2号とする。

第 2条 (乙の設立時取締役の氏名 )

乙の設立時取締役は、次のとおりとする。

設立時取締役  遠藤 俊

第 3条 (承継する権利義務)

1.本新設分割により、乙が甲から承継する資産、負債、契約その他の権利義務は、別紙 2
「承継権利義務等明細表」記載の権利義務とする。

2.本新設分割による甲から乙に対する債務の承継については、すべて免責的債務引受の
方法による。

第 4条 (乙が本新設分割に際して交付する株式)

るは、本新設分割に際し、甲に対し、本新設分割により承率匹する権利義務の対価とし

て、乙の株式 100株を発行し、そのすべてを甲に交付する。

第 5条 (資本金及び準備金の額に関する事項)

乙の資本金及び準備金の額は、会社計算規則第 49条及び第 50条に定めるところに従

つて、甲が適当に定める。但し、乙の設立時の資本金の額は 0円 とする。

第 6条 (成立日)

乙の成立の日 (以下「成立日」という。)は、2022年 7月 1日 とする。但し、本新設分

割の手続進行上の必要性その他の事由により、必要があるときは、甲は、これを変更
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ることができる。

第 7条 (競業避止義務)

甲は、本承継対象事業について、会社法第 21条に基づく競業避止義務を負わないもの

とする。

第 8条 (会社財産の管理等 )

甲は、本計画策定後成立日に至るまで、善良なる管理者としての注意をもつて本承継対

象事業に係る業務の執行及び財産の管理、運営を行 う。

第 9条 (分害1条件の変更等)

1.本計画策定後成立日に至るまでの間において、天災地変その他の事由により、甲の財政
状態若しくは経営成績又は本承継対象事業の権利義務に重大な変動が生じた場合、又

は本新設分割の実行に重大な支障となる事態が生じた場合には、甲は、本新設分割の条

件その他本計画の内容を変更し、又は本新設分害1を 中止することができる。

2.本成立日の前日までに、国内外の監督官庁その他の司法・行政機関から本新設分割を適
法に行うために必要な許認可等が取得されない場合、本計画は効力を失う。

第 10条 (規定外事項)

本計画に定める事項のほか、本新設分割に必要な事項は、本計画の趣旨に則り、甲がこ

れを定める。

本計画策定の証として本書 1通を作成し、甲が記名押印のうえ、甲が原本を保有する。

2022年 5月 20日

甲  東京都渋谷区東一丁目2番 20号
トランス・コスモス株式会

代表取締役社長 奥田昌孝
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別紙 1定款

第 1章 総則
(商号)

第 1条  当会社は、日本直販株式会社と称する。

(目 的)

第 2条  当会社は、次の事業を営むことを目的とする。
1.通信販売及び販売代理業務並びにその他の商取引に関する業務
2.損害保険代理業及び生命保険の募集に関する業務
3。 前各号に附帯関連する一切の事業

(本店の所在地)

第 3条  当会社は、本店を大阪府大阪市北区に置く。

(機関)

第 4条 当会社は、株主総会及び取締役以外の会社法第 326条第 2項に定める機関
を置かない。

(公告方法)

第 5条  当会社の公告は、電子公告により行う。但 し、事故その他やむを得ない事由
によつて電子公告による公告をすることができない場合は、日刊工業新聞に掲

載する方法により行 う。

第 2章 株式

(発行可能株式総数)

第 6条  当会社の発行可能株式総数は、 100株 とする。

(株券の不発行)

第 7条  当会社の発行する株式については、株券を発行しない。

定款
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第 8条 当会社の株式を譲渡により取得するには、株主総会の承認を得なければなら

ない。

(株主名簿記載事項の記載等の請求)

第 9条  当会社の株式を取得した者 (以下「株式取得者」という。)が株主名簿記載
事項を株主名簿に記載又は記録することを請求するには、当会社所定の書式に

よる請求書に、株式取得者とその取得 した株式の株主として株主名簿に記載さ

Ⅲ れ、若しくは記録された者又はその相続人その他の一般承継人が記名押印し、
共同して提出しなければならない。ただし、法務省令の定める事由による場合

は、株式取得者が単独で請求することができる。その場合には、その事由を証

する書面を提出しなければならない。

(質権の登録及び信託財産の表示 )

第 10条  当会社の株式につき質権の登録又は信託町産の表示を請求するには、当会
社所定の書式による請求書に当事者が記名押印し、提出しなければならない。

その登録又は表示の抹消についても同様とする。

(手数料)

第 11条 前 2条に定める請求をする場合には、当会社所定の手数料を支払わなけれ

ばならない。         1

(株主の住所等の届出)

第 12条  当会社の株主及び登録株式質権者又はその法定代理人若しくは代表者は、
当会社所定の書式により、その氏名又は名称、住所及び印鑑を当会社に届け

出なければならない。届出事項に変更を生じたときも、その事項につき、同

様とする。

(提出書類に使用すべき印鑑 )

第 13条  当会社に提出する書類には、前条の規定により届出をした印鑑を用いなけ
ればならない。                  ′

(基準日)

第 14条 当会社は、毎事業年度末日の最終の株主名簿に記載又は記録された議決権

を有する株主 (以下「基準日株主」という。)をもつて、その事業年度に関

する定時株主総会において権利を行使することができる株主とする。

前項のほか、株主又は登録株式質権者として権利を行使することができる

者を確定するため必要があるときは、あらかじめ公告 して臨時に基準日を定
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めることができる。

3 基準日株主が行使することができる権利が株主総会における議決権であ
る場合において、第 1項の株主の権利を害しないときは、当該基準日後に株

式を取得した者の全部又は一部を当該株主総会において権利を行使する株

主と定めることができる。

(自 己株式の取得 )

第 15条  当会社は、株主総会の決議によつて特定の株主からその有する株式の全部
又は一部を取得することができる。

2 前項の場合、当該特定の株主以外の株主は、自己を売主に追加することを
請求することができない。

第 3章 株主総会

(招集 )

第 16条 定時株主総会は、毎事業年度終了後 3か月以内に招集し、臨時株主総会は

必要に応じて招集する。

(招集手続)

第 17条  株主総会を招集するには、会日より1週間前までに議決権を行使すること
ができる株主に対して招集通知を発するものとする。

2 前項の規定にかかわらず、株主総会は、その総会において議決権を行使す
ることができる株主の全員の同意があるときは、会社法第 298条 第 1項第
3号又は第 4号に掲げる事項を定めた場合を除き、招集の手続を経ることな

く開催することができる。

(招集権者及び議長 )

第 18条  株主総会は、法令に別段の定めがある場合を除き、代表取締役がこれを招
集し、議長となる。

2 代表取締役に支障があるときは、あらかじめ定めた順序により、他の取締
役が株主総会を招集し、議長となる。

(決議方法)

第 19条  株主総会の決議は、法令又は定款に別段の定めのある場合を除き、議決権
を行使することができる株主の議決権の過半数を有する株主が出席し、出席

した当該株主の議決権の過半数をもつて行 う。

2 会社法第 309条第 2項に定める決議は、議決権を行使することができる
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株主の議決権の過半数を有する株主が出席し、出席 した当該株主の議決権の

3分の 2以上に当たる多数をもつて行 う。

(株主総会の決議の省略等)

第 20条  取締役又は株主が株主総会の目的である事項について提案をした場合に
おいて、当該提案につき株主 (当該事項について議決権を行使することがで

きる者に限る。)の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をした

ときは、当該提案を可決する旨の株主総会の決議があつたものとみなす。

2 取締役が株主の全員に対して株主総会に報告すべき事項を通知した場合
において、当該事項を株主総会に報告することを要しないことにつき株主の

全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当該事項の

株主総会への報告があつたものとみなす。

(議決権の代理行使)

第 21条  株主は、代理人をもつてその議決権を行使することができる。ただし、そ
の代理人は当会社の議決権ある株主 1名 に限る。

2 前項の場合には、株主又は代理人は代理権を証する書面を株主総会ごとに
当会社に提出するものとする。

(株主総会議事録 )

第 22条  株主総会の議事については、法令で定めるところにより、その経過の要領
及びその結果等を記載又は記録した議事録を作成する。

第 4章 取締役

(員数 )

第 23条 当会社の取締役は、 1名以上とする。

(選任及び解任の方法)

第 24条  取締役は、株主総会において選任する。
2 取締役の選任決議は、株主総会において議決権を行使することができる株
主の議決権の過半数を有する株主が出席し、出席した当該株主の議決権の過

半数をもつて行 う。

3 取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする。
4 取締役の解任決議は、株主総会において議決権を行使することができる株
主の議決権の過半数を有する株主が出席し、出席した当該株主の議決権の 3

分の 2以上をもつて行 う。
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(任期)

第 25条 取締役の任期は、選任後 2年以内に終了する事業年度のうち最終のものに

関する定時株主総会の終結の時までとする。

2 増員により、又は補欠として選任された取締役の任期は、他の在任取締役
又は前任取締役の任期の満了すべき時までとする。

(取締役の報酬等)

第 26条  取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対価として当会社から受ける財産
上の利益は、株主総会の決議によつて定める。

第 5章 計算

(事業年度 )

第 27条 当会社の事業年度は、毎年 1月 1日 から同年 12月 31日 までの年 1期 と

する。

(剰余金の配当)

第 28条  当会社は、株主総会の決議によつて、毎事業年度末日現在の最終の株主名
簿に記載若しくは記録された株主又は登録株式質権者に対し、剰余金の配当

を行 う。

(除斥期間)

第 29条 配当財産が金銭である場合は、その支払開始の日から満 3年を経過しても

なお受領されないときは、当会社はその支払義務を免れるものとする。

第 6章 附則

(最初の事業年度)

第 30条  当会社の最初の事業年度は、当会社成立の日から令和 4年 12月 31日 ま
でとする。

(設立時代表取締役)

第 31条  当会社の設立時代表取締役は以下の者 とする。
東京都板橋区蓮根三丁目15番 3号 1107
代表取締役 遠藤 俊
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(規定外事項)

第 32条  この定款に規定のない事項は、すべて会社法その他の法令によるものとす
る。

本定款は、東京都渋谷区東二丁目2番 20号 トランネ▲コスモス株式会社を新設分割
して当会社を設立するにつき作成したものであってヽ会社分割が効力を生じた日から、

これを施行するものとする。

以 上
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